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特集　一般事業主行動計画策定等支援事業のご紹介

　平成21年４月に施行された次世代法育成支援対策推進法の一部改正（改正法）により、平成23年4月1

日から、一般事業主行動計画の策定・届出の義務付け範囲が常時雇用する労働者数が301人以上の事業主

から101人以上の事業主に拡大されます。この改正に伴い、当中央会では、中規模企業（101人以上300人

以下規模）を中心とした中小企業に対する一般事業主行動計画の策定及び取組みを支援して参ります。

改正法のポイント

【行動計画とは】
　企業が、社員の仕事と子育ての両立を図るための雇用環境の整備や、子育てをしていない社員も含めた
多様な労働条件の整備などに取り組むに当たって、計画期間、目標、その目標達成のための対策と実施時
期を定めるものです。

計画期間
・2015 年 3 月 31 日までに集中的かつ計画的に取り組む
・企業の実情に応じ、1回の計画期間は 2～ 5年で設定することが望ましい
・認定を受けるには、計画期間が 2～ 5年であることが必要

目　　標

・企業の実情に応じて設定（複数設定可）
・社員のニーズを踏まえたものであること
・現状より少しでも労働環境を良くするもの
・達成状況を客観的に判断できる定量的なものが望ましい
・認定を受けるには、雇用環境の整備に関する項目が入っていることが必要

目標達成のための対策
とその実施時期

・いつまでに、どのようなことに取り組むかを具体的に記述する
・認定を受けるには、行動計画に設定した目標を達成していることが必要
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特集　一般事業主行動計画策定等支援事業のご紹介

【一般事業主行動計画の策定、実施及び認定を受けるまでの流れは？】

【認定とは】
　行動計画を策定し、一定の要件を満たす場合には、厚生労働大臣（具体的には都道府県労働局長）に「次
世代育成支援対策に取り組んでいる企業」として認定される仕組みがあります。
　まず、行動計画を策定し、その旨を鹿児島労働局雇用均等室に届け出た上で、その計画で設定した目標
を達成し、一定の基準を満たす場合、鹿児島労働局雇用均等室に申請を行うことにより、認定を受けるこ
とができます。
　認定は、行動計画を策定・実施した都度申請することで、その行動計画ごとに受けられます。

【認定を受けるメリット】
　認定を受けると右のマークを利用することができます。このマーク
はいわば、「働きがいがあり、働きやすい企業」「社員を大事にする企
業」のマーク。
　このマークを、求人広告・自社の商品やその広告・企業の封筒や名
刺・企業のホームページ、などにつけて対外的にアピールすることで、
企業のイメージアップや優秀な人材の確保などが期待できます。

【行動計画に盛り込む目標として考えられる主な項目】
１.　雇用環境の整備に関する項目

（主に育児をしている社員を対象とする取組み）
・妊娠中及び出産後の社員の健康管理や相談窓口の設置
・子どもの出生時における父親の休暇取得の促進
・育児・介護休業法の規定を上回る、より利用しやすい育児休業制度や子どもの看護のための休暇制
度の実施

・育児休業中の社員の職業能力の開発・向上等、育児休業を取得しやすく、職場復帰しやすい環境の
整備

・始業・終業時刻の繰上げ、繰下げ、短時間勤務制度の実施など、社員が育児時間を確保できるよう
にするための措置の実施

・育児などによる退職者についての再雇用特別措置等の実施　等
（育児をしていない社員も含めて対象とする取組み）
・ノー残業デー等の導入・拡充や企業内の意識啓発等による所定外労働の削減
・年次有給休暇の取得促進
・短時間勤務や隔日勤務等の制度整備
・テレワーク（ITを利用した在宅勤務、直行直帰勤務など）の導入

【次世代認定マーク　くるみん】
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特集　一般事業主行動計画策定等支援事業のご紹介

２.　その他の次世代育成支援対策

（対象を自社の社員に限定しない、雇用環境の整備以外の取組み）
・託児室・授乳コーナーの設置等による子育てバリアフリーの推進
・子どもが保護者の働いているところを実際に見ることができる「子ども参観日」の実施
・地域における子育て支援活動への社員の積極的な参加の支援等、子ども・子育てに関する地域貢献
活動の実施

・企業内における家庭教育に関する学習機会の提供
【具体的な取組み】
①　自社の方針を明確にしましょう
　行動計画作成にあたっては、経営者が自社の取組み方針を明確にし、人事戦略の一つとして位置付け
ることが不可欠です。また、認定を希望するかを事前に明確にし、計画内容を検討しておきましょう。
②　自社の現状・社員のニーズを把握しましょう
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特集　一般事業主行動計画策定等支援事業のご紹介

行事計画例

（お問い合わせ先）　鹿児島県中小企業団体中央会（０９９－２２２－９２５８）
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暑中お見舞い申し上げます
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暑中お見舞い申し上げます

鹿児島県農業機械商業協同組合
理事長　田　中　俊　實

組合員一同

〒899-6405　霧島市溝辺町崎森973-1

ＴＥＬ　0995-58-4713

ＦＡＸ　0995-58-4377
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暑中お見舞い申し上げます

理事長 永徳悦子・組合員一同
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暑中お見舞い申し上げます
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暑中お見舞い申し上げます

理　事　長　丸　元　正　樹

副理事長　丸　山　　　聡

副理事長　山　下　賢　治

（鹿 児 島 支 部）

土佐屋生コンクリート㈱

日研マテリアル㈱

喜 入 生 コ ン ㈱

南州コンクリート工業㈱

（中 薩 支 部）

㈱ サ ン・エ イ

南国ガイアレミコン㈱

南国生コンクリート㈱

㈱ガイアテック

鹿児島菱光コンクリート㈱

ケイエスプラント㈱

平田コンクリート工業㈱

南九州コンクリート㈱

日新コンクリート工業㈱

北薩生コンクリート㈱

加根又レミコン㈱

鹿児島味岡生コンクリート㈱

薩摩コンクリート㈱

㈱直木生コンクリート工場

㈱ 中 薩

鹿児島市上之園町 24-2 第 12 川北ビル 601　TEL　099-255-2672

田中　実

代表理事　濵　田　雄一郎

組合員一同

理事長　小　野　隆　三
組 合 員 一 同

西 薩 事 業 協 同 組 合
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暑中お見舞い申し上げます

理事長　上　山　秀　満

他組合員一同

理事長　池　田　琢　哉
組 合 員 一 同

理事長　上　野　耕　作

組 合 員 一 同

理事長　武　田　敏　郎

組 合 員 一 同

鹿児島県測量設計
コンサルタント協同組合

官公需適格組合

〒890-0066　鹿児島市真砂町48番１号

ＴＥＬ　099-253-9354

ＦＡＸ　099-258-6633

〒890-0055　鹿児島市上荒田町29番33

ＴＥＬ　099-298-1835

ＦＡＸ　099-298-1836
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暑中お見舞い申し上げます

（社）日本砕石協会鹿児島県支部

鉱業労働災害防止協会砕石鹿児島県支部

「鹿児島名産かるかん」
地域団体商標登録準備中
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暑中お見舞い申し上げます

鹿児島県生コンクリート工業組合
鹿児島県生コンクリート協同組合連合会

あたらしいふつうをつくる。

鹿児島西郵便局
局　長　

社 員 一 同

〒891-1299　鹿児島市小山田町39-2
TEL099（238）2557  FAX099（238）4517

http://www.jp-network.japanpost.jp/
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中央会の動き

　本会と商工中金鹿児島支店は、平成22年６月23日(水)、鹿児島市の「鹿児島サンロイヤルホテル」にて
商工中金協力会講演会を開催した。本会会長の岩田泰一の挨拶に続き行われた講演会では、法政大学大学
院（ＭＢＡコース）客員教授、法政大学経営革新フォーラム事務局長の増田辰弘氏が「中小企業の勝ち残
り戦略」と題し講演。
　中小企業と関与した豊富な経験をもとに、厳しい景況の中で中小企業者が生き残る戦略の策定について、
事例を交えながら話を行った。講演の要旨は次のとおり。
●�近年、急速な発展を続けているアジア経済圏について、市場が縮小傾向にある日本の将来を考えたと
き、今後は内需に特化した事業展開は厳しさを増すことが予想され、成長の著しいアジアに進出するこ
とが重要になっている。日本を含むアジアには100近い中心都市が形成され、３億人を超える人口が一
つの経済圏を構成している。近年では、日本の中小零細企業が知恵と勇気を持ってアジアに進出し、成
功を収めている例が多い。まずは「日本の技術は優れ、アジアのレベルは低い」という先入観を払拭し、
様々な成功事例を積極的に学んでほしい。

●�最近の中小企業の成功事例を見ると、独自の取り組みから話題性を創出している例が多くみられる。良
質な製品をあえて利便性の悪い場所で販売する石見の「群言堂」や、スーパーの各店舗にバイヤーを設
置し、来店客に合わせた品揃えを追求した「（株）オオゼキ」の事例など、他社では例のない手法を積
極的に採用して多くの顧客より支持を受けている。知恵と工夫による企業活性化が求められている。

●�厳しい経営環境を余儀なくされている中小企業が組織活性化を実現するためには、「虚」と「実」を組
み合わせることが大切である。高度成長期には、資金調達といった「実」のみが求められていた。

　しかし、現代の企業の成長に求められるのは、むしろ明治維新の精神に代表される「夢」「ビジョン」
「理想」といった「虚」の部分である。残念なことに、鹿児島県民は明治維新で「虚」のパワーを使い
切ってしまったのではないか。今後は、既存の経営戦略を徹底的に見直すべきである。企業のトップがロ
マンを明確に打ち出すことで、勝ち残り戦略として「心」「芯」「性根」が実感できる企業経営を実践し
ていくことが重要だ。

商工中金協力会講演会
演題「中小企業の勝ち残り戦略」
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中央会の動き

　昨年度から鹿児島労働局の委託を受け実施して
いる、一般事業主行動計画策定等支援事業に関す
る企業向け説明会を６月17日（木）、鹿児島市の
「宝山ホール（鹿児島県文化センター）」にて開
催した。説明会では、まず、北野公朗社会保険労
務士が、次世代育成支援対策推進法制定の経緯に
ついて、少子化の流れを変えるため、一般事業主
行動計画を策定し、実施しなければならないと述
べたうえで、行動計画策定から届出まで手続きに
関する一連の説明を行った。
　引き続き行われた事例発表では、慈愛会総務部
の新村増美氏が、慈愛会が策定し実施した行動計
画について発表。行動計画を策定のうえ達成後に厚生労働大臣の認定（くるみんマークの取得）を受ける
ことで、事業展開において新たな効果が得られると、認定の効果を強調した。
　事例発表に続いて、鹿児島県雇用労政課及び鹿児島労働局から関連する施策等の説明が行われた。
　説明会では質疑応答の時間も設けられ、参加者から多くの質疑が寄せられていた。
　※一般事業主行動計画策定に関するお問い合わせは中央会まで。（099-222-9258）

　鹿児島市と本会では、業種間の枠を超え活性化
を目指す事業者を支援するため、平成２年度より
「異業種交流支援事業」を実施しているが、本年
度、環境に関連した事業展開を目指す異業種の事
業者を対象に、「かごしまグリーンビジネス研究
会」を立ち上げた。６月29日（火）初会合が行わ
れ、建設業、建築設計業等など環境関連分野に関
する事業者、支援機関等13名が出席した。
　研究会は、昨今の環境に対する意識が高まる中、
温室効果ガス排出量の少ない低炭素社会への転換
が求められていることをうけ、環境負荷軽減への
取り組みを、環境関連分野として新たなビジネスチャンスに変えることを目指し発足。今後、コーディ
ネータの指導のもと、毎月１回開催し、屋上・壁面緑化、緑のカーテンなど、環境負荷軽減に関するテー
マを切り口に、各分野の専門家による講義、先進地視察、実証試験等を交えながら、２年間にわたり様々
な取り組みを実施する予定。
【お問い合わせ先】

　かごしま異業種交流支援事業実行委員会（中央会 組織振興課内）

　電話 099-222-9258　 FAX 099-225-2904

一般事業主行動計画説明会
～鹿児島会場～

異業種交流支援事業
～グリーンビジネス研究会が発足～
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中央会の動き

　平成21年度情報連絡員会議を６月18日（金）、かご
しま県民交流センターにて開催した。
会議では、本会より５月に全国中央会から発表された
「４月の中小企業月次景況調査」について配付された
資料をもとに概略を説明、次に、マニュアルをもとに
情報連絡票の記載要領についての説明を行った。
　引き続き、出席者による意見交換が行われた。その
中で業況の厳しさを指摘する声が多く、特に宮崎県で
発生した口蹄疫による影響を嘆く声が目立った。各連
絡員は、それぞれの業界の厳しい状況を直接肌で感じ
ており、今回の会議が活発な意見交換の場となった。

　７月２日（金）、来春の新規学卒者の採用枠拡大要
請のため、今野文平鹿児島労働局長、原田耕藏鹿児島
県教育長、白橋大信鹿児島県商工労働水産部長が中央
会を訪れた。
　本会岩田泰一会長に要請書が提出され、「平成20年
秋以降の急速な景気後退の影響により、平成22年３月
卒の新規学卒者の就職内定率は、高校、短大、大学と
もに前年を下回りこの5年間で最も低くなっておりま
す。５月の有効求人倍率は0.43倍となり、前年同期を
0.09ポイント上回り改善の傾向にありますが、依然と
して低い水準で推移しており、本県の雇用情勢は、非
常に厳しい状況にあります。つきましては、中央会に
おかれましても、21世紀の郷土鹿児島の発展を担う優秀な人材確保の好機と捉えていただき、高校生をは
じめとする新規学卒者が一人でも多く採用されますように、新規学卒者の採用枠確保及び採用選考の早期
実施につきまして会員組合に対し勧奨して頂きたい。」との協力要請があった。

平成 22年度情報連絡員会議

中央会に新規学卒者採用枠拡大要請
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１．ニュービジネスプランコンテスト

　�　新規創業者による斬新なアイデアの事業化（新商品の開発を含む。）の支援を行うため、ニュービジ
ネスプランコンテストを開催し、優れたアイデアとして選ばれた方に対し、事業化のための支援を行い
ます。
　・募集内容　斬新なビジネスプラン（新商品の開発を含む）
　　　　　　　※他の団体等から補助金等の支援を受けていない等の条件があります。
　・応募資格　次のいずれかに該当する新規創業者で、鹿児島市税の滞納がないこと
　　　　　　　①鹿児島市内で新たに起業しようとする個人またはグループ
　　　　　　　②鹿児島市内に主たる事業所を有する創業５年以内の中小企業者
　　　　　　　③鹿児島市内に新たに事業所を設置しようとする鹿児島市外の創業５年以内の中小企業者
　・支援内容　①表彰及び報奨金100万円（事業化に要する経費）：２件以内
　　　　　　　②�鹿児島市のソーホーかごしま又はソフトプラザかごしまの施設使用料等の補助（１年間）

など
　・募集期間　平成22年７月１日（木）から同年８月２日（月）まで　　最終日消印有効

２．産学連携支援

　�　中小企業者と大学等との連携による新商品の研究開発の計画を募集し、優れた計画として選ばれた方
に対し、研究開発のための支援を行います。
　・募集内容　鹿児島県内の大学等との連携による新商品の研究開発の計画
　・応募資格　�鹿児島市内に主たる事業所を有する中小企業者又は中小企業者のグループで、鹿児島市税

の滞納がないこと
　・支援内容　�大学等との連携による新商品の研究開発に要する共同研究開発費のうち、共同研究に係る

契約に基づき大学等に支払う金額の２分の１以内を補助（１件あたり100万円以内）：３件
程度

　　　　　　※�他の補助金並びに寄付金等を受ける場合、上記金額から当該金額を控除した金額の２分の
１以内に相当する額となります。

　・募集期間　平成22年７月１日（木）から同年８月31日（火）まで　　最終日消印有効

３．販路開拓支援

　�　中小企業者が行う新商品の販路開拓の企画を募集し、優れた企画として選ばれた方に対し、販路開拓
のための支援を行います。
　・募集内容　新商品（原則として、商品化後３年以内のもの）の販路開拓の企画
　・応募資格　鹿児島市内に主たる事業所を有する中小企業者で、鹿児島市税の滞納がないこと
　・支援内容　販路開拓に要する経費の２分の１以内を補助（１件あたり50万円以内）：５件程度
　・募集期間　平成22年７月１日（木）から同年８月２日（月）まで　　最終日消印有効

＜注意事項＞

　応募があったものの中から選定します。いずれも支援決定後に事業に着手するものに限ります。応募さ
れる方は、応募用紙に記入のうえ、企業振興課まで持参または郵送（簡易書留）してください。
（募集要項、応募用紙は、企業振興課にご連絡いただくか、ホームページからダウンロードしてください。
　http://www.city.kagoshima.lg.jp）

お問い合わせ・申し込み

鹿児島市企業振興課	 〒892-8677　鹿児島市山下町11-1　みなと大通り別館５Ｆ
				    TEL：099‐216‐1319　 FAX 099‐216‐1303
				    ホームページ  http://www.city.kagoshima.lg.jp
				    Eメール：kigyo5@city.kagoshima.lg.jp

新規創業者や経営革新に取り組む中小企業の皆さんを応援します！
鹿児島市では次の募集を行います。いずれも分野や業種は問いません。
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■　本件の概要

　　�　経済産業省は、宮崎県における口蹄疫の流行により影響を被る中小企業を支援するため、４月28日
から日本政策金融公庫等に相談窓口を設置してきていますが、今般、以下の措置を講ずることとしま
した。

１．セーフティネット貸付の利用手続きの簡素化

　�　口蹄疫による影響を受けている中小企業が、日本政策金融公庫によるセーフィティネット貸付（経営
環境変化対応資金）を利用する場合は、通常必要となる「売上が減少していること」が分かる書類の提
出を不要とします。

２．危機対応貸付の実施

　�　口蹄疫による影響を受けている中小企業に対しては、商工組合中央金庫（「商工中金」）による「危
機的対応貸付」を利用できることとします。

３．小規模企業共済緊急経営安定貸付の利用条件の緩和

　�　小規模企業共済加入事業者が口蹄疫による影響を受けている場合に、中小企業基盤整備機構の低利融
資（緊急経営安定貸付）を利用する際には、売上が昨年に比べ減少していれば利用できることとします。

　なお、詳細につきましては、中小企業庁ホームページ（http://www.chusho.meti.go.jp）

　または中央会まで（099-222-9258）

　経済社会の国際化の進展に伴い、就労を目的として我が国に入国、在留する外国人は増加していますが、
その就労状況をみると、雇用が不安定であること、社会保険の未加入が多いこと等の問題があるほか、労
働市場や風俗・治安に悪影響を及ぼす不法就労も依然として多い状況にあります。
　こうした中で、平成19年に雇用対策法が改正され、外国人が、在留資格の範囲内で、その能力を有効発
揮しながら適正に就労できるよう、外国人雇用に関するルールが整備されました。
　事業主の皆様の御理解と御協力をよろしくお願いいたします。 

①�　全ての事業主に、外国人労働者（特別永住者を除く）の雇入れと離職の際に、当該外国人労働者の氏
名、在留資格、在留期限等について確認し、ハローワークへ届け出ることが義務付けられています。提
出を怠ると30万円以下の罰金が課されます。

　なお、インターネットによる届出も可能です。

②�　労働関係法令及び労働・社会保険関係法令等の遵守はもとより、「外国人労働者の雇用管理の改善等
に関して事業主が適切に対処するための指針」に基づき、雇用管理の改善等に努めてください。

　なお、詳細につきましては、最寄りのハローワークへお問い合わせください。

　鹿児島労働局ホームページ   http://www.kagoshima.plb.go.jp/index.html

口蹄疫流行の影響を受けた中小企業への資金貸付措置について
（経済産業省）

外国人雇用はルールを守って適正に！（鹿児島労働局より）
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●自動車に携わるきっかけは
　自動車に携わるきっかけは、昭和38年、父親が北薗モータースという整備工場を創業したのが始まりで
す。その当時は単車の整備がほとんどで、たまに軽自動車の整備を行う小さな町工場でした。
25歳のときに父から会社を引き継ぎ、「父に負けない会社を作る、そして父を超える」という目標に向
かって今日までやってきました。
　そして、転機が訪れました。昭和52年、当時、工場がだ
んだん手狭になり、公害等の環境面にも配慮しなければな
らない時期に来ていました。そこで、国の中小企業高度化
事業制度を利用することとし、現在地に移転しました。し
かしながら、現在地へ工場を移転することは、これまで
培ってきた顧客を失うことになり、膨大な借金も抱えるこ
とになる。まさに一大決心でしたが、時代の流れ、自動車
産業の変化に対応するためには、移転は必然的なものでし
た。これが、現在の本社工場となっています。

●ホスピタリティー(おもてなし)の心で車検整備
　平成17年に新たに指定工場を設け、「ホームセンターニ
シムタ」と提携した「ニシムタ車検」を始めました。商業
施設に工場を構えることで、「買い物の間に車検ができ
る」を最大の売りにしています。お客様の立場からすれ
ば、車検は面倒で安く早く済ませたいのが本音だと思いま
す。しかし、早い、安いだけではお客様は選んでくれませ
ん。しっかり説明したうえで、必要な整備を行う。安心、
安全は絶対条件ですが、決して過剰な整備は求めていませ
ん。そこで、商業施設を訪れる不特定多数のお客様にニシ
ムタ車検のユーザーになっていただくため、「立ち会い車
検」の制度を取り入れました。お客様と一緒に入庫した自

ホスピタリティー (おもてなし )の心で
トータルカーライフの提供

（株）キタゾノ　
　　  代表取締役　北薗　幸二　氏

商業施設に開設した工場

本社工場
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動車の整備箇所を確認し、説明したうえで、短時間で車検を行う。工場もオープンで清潔なイメージを大
切にしています。こうしたホスピタリティーの精神を徹底することからはじめました。おかげさまで今で
は多くのユーザーからの支持を得ることが出来ました。なかでも女性ユーザーが増えました。女性にも分
かりやすいように説明する。車検をするのも、お金を払うのもお客様。押し売りではいけない。おもてな
しの心で、ユーザーに気持ちよく車検を受けてもらい、「ありがとう」といってもらえることを目指して
います。

●新たな事業展開～自動車の総合商社を目指して～
　平成21年、ニシムタ谷山店のリニューアルオープンに合わせて、同商業施設内に自動車販売の展示場を
構えました。施設の中なので天候に左右されない利点があります。しかし、一番の利点はニシムタとの相
乗効果でした。買い物に来るファミリー。その中でも、お
父さんです。奥さんやお子さんが買い物している間に車を
見てもらう。買い物ついでに車もみていただくことで、自
動車に触れる機会が増え、購買意欲を刺激し、非常に良い
相乗効果を生んでいます。
　現在は、販売・整備・保険といった、カーライフ全般に
わたる商品を提供することで「自動車の総合商社」として
の展開を図っています。ディーラーや他社がやらないよう
なサービスを今後も展開していくつもりです。そして幅広
いユーザーの獲得に努めていきたいと思っています。

●鹿児島県中古自動車販売商工組合（ＪＵ鹿児島）の理事長として
　自動車業界、特に中古自動車の業界は競争が激しい業界です。倒
産や廃業等で淘汰され組合員は年々減少傾向にあります。また、組
合を取り巻く環境も厳しさを増しています。組合で毎週金曜日に開
催しているオークションも、大企業によるオークション事業への参
入が相次ぎ競争の時代に入っています。このため組合では、オーク
ション会場として魅力あるものにするために様々な取り組みを行っ
ています。福岡県との合同開催やディーラーを加えた開催など、利
用率のアップを図っています。オークション会場としての信用度アップも求められます。品質の高い商品
を適正価格で取り引きするためには会員の資質の向上が欠かせません。ハイブリッドやＥＶ等、年々進化
する新しい技術に対応するため、会員の技術の向上が求められています。
　政府の打ち出す施策で一喜一憂するのもこの業界の特徴かもしれません。現在行われているエコカー減
税は、メーカーやディーラーにとっては追い風になっているようですが、中古自動車業界にとっては逆風
となっています。しかし、不平不満を言っても始まりません。めまぐるしく変化する施策や制度にいち早
く対応し、いかに生き残るかを考えるべきだと思っています。
　理事長として、組合員同士の結束を大事にして、今後も様々な取り組みを続けていきたいと思っています。

■（株）キタゾノ
　　前身である北薗モータースから昭和47年に現在の（株）キタゾノへ社名変更。従業員17名、展示場
２ヵ所、工場２ヵ所を有する。関連企業に不動産を扱うキタゾノハウス、ゴルフ場、ホテル、携帯電話
ショップを扱う北薗商事がある。

商業施設内に設けた展示場
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業界情報（平成 22 年５月情報連絡員報告）
製　造　業

味噌醤油製造業

ゴールデンウィーク中のイベント自粛など口蹄疫の影
響が現われ景気低迷も相俟って業状は芳しくない。

酒類製造業

（平成22年４月分データ。単位kℓ・%）
区　分 H21.4 H22.4 前年同月比

製成数量 14,411.2 13,678.4 94.9

移出

数量

県内課税 5,645.2 5,508.2 97.6

県外課税 8,603.7 7,866.0 91.4

県外未納税 4,351.2 4,330.6 99.5

在庫数量 247,523.1 254,214.5 102.7

蒲鉾製造業

大型連休で県内外の観光客も多く、特に連休中はよく
売れましたが、中旬以降の売上は悪いでした。全体で
見るとマイナス２％です。やはり不況のせいか客単価
が落ちています。原材料は同月比スケソーでみるとＣ
級・上級は値下げです。キロ当たり50円くらいですが、
値崩れをおこし、利益につながっていないのが現状で
す。

鰹節製造業

生値（原料）が上昇して来ている。また、良い原料が
少ないことから売価も上がって来ない。業界は利益が
減少し、先行きは不安のほうが強くなって来ている。

菓子製造業

ゴールデンウィークはむしろお菓子は出なかった。県
外からの帰省客は手土産を持参されるので、県内での
消費が少なかったようだ。「道の駅」に出店している
店のみが若干伸びたようだ。

本場大島紬織物製造業

平成22年５月の検査反数は734反で、前年比82.2％で、
151反の減少となった。

木材・木製品製造業

好天のためか原木丸太の入荷は順調であるものの、製
材製品の動きに弾みがつかない。国産木材の需要低迷
は回復の兆しも見えず、春の需要期も通り過ぎて、梅
雨前恒例の一部部材の荷動きしかない状況である。外
材の大幅な入荷減に伴い、国内の製材所は国産材にシ
フトされつつあると聞く。政府が打ち出した林業・木
材産業に講じた諸々の施策が消費者に理解され、国産
材の需要に弾みがつくことを期待したいところ。

素材生産業・製材業・材木卸売業

平成22年４月の全国の新設住宅着工戸数は、前年同月
比0.6％増の６万６千戸強と17ヶ月ぶりに増加に転じ
た。しかしながら、依然として低水準であることに変
わりはない。構造別に見てみると、木造住宅は４ヶ
月連続して増加しており、在来木造住宅についても好
調さが見られる。県内の４月の新設住宅着工戸数は
558戸、前年同月比79％、うち木造住宅は370戸、同
85％となっており、全国の傾向と合致していない。木
材、建材関連の荷動きはほぼ前年並み、総じて大手ビ
ルダーの需要は底堅いが、地域ビルダーの需要は保合、
需要不振による売上の低下で「低価格競争」に対抗で
きないという声も聞こえる。

生コンクリート製造業

出荷量は対前年比86.8％の93,683立米だった。特に減
少した地域は、鹿児島、指宿、加世田、宮之城、出水、
姶良伊佐、大隅、甑島で、特に増加した地域は、串木
野、川薩、種子島、屋久島、南薩、奄美南部であった。
官公需は対前年比90.1％の49,308立米、民需は対前年
比83.5％の44,375立米で、官公需、民需ともに大幅な
減であった。

コンクリート製品製造業

５月の出荷トン数は5,060トン、前年同月比94.3％と
なった。出荷量は大隅地区のみ増加しており、他地区
は減少となった。５月の受注も減少しており、今後の
出荷が非常に気に掛かるところである。

仏壇製造業

海外輸入製品内訳（主たる輸入国は、中国、ベトナム、
タイ等）、平成22年２月21,622本、３月15,317本、４
月19,300本、2010年累計77,516本。

印刷業

景気がやや持ち直してきている感があるが、採算面で
の利益率の低下などがあり、まだまだ楽観視できない。
進むエコ化と、アイパッドの日本発売等、業界にとっ
ては逆風としての影響も少なからずあると思われる。
予断を許さない状況は、まだしばらくは続く。
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非　製　造　業

卸売業

全体としては、景況悪いながらも、横ばいである。収
益状況は、企業間格差が認められ、好転している企業
もある。

燃料小売業

中東からの輸入仕入価格の変動幅が大きいため、販売
価格、取引条件等が月単位で変動している模様。売上
高等々については、前年同月比、「良い」「不良」の
中間あたりと思われる。

中古自動車販売業

需要期を過ぎ、厳しくなった。新車は補助金制度の延
長（９月末）で、依然として好調に推移している。新
車の補助金制度が終了する10月以降に期待したい。

青果小売業

前年同月比108.9％、前月比87.7％
農業機械小売業

４月に発生した口蹄疫は、５月にも毎日報道され、未
だに終息の気配はなく、宮崎の畜産農家の中には、廃
業もやむをえないというところまで来ている。県内の
中小企業にも影響が出ているため、経営者には政府が
融資相談の窓口を設けているので、利用し再起を図っ
てほしい。

石油販売業

南欧の財政危機で原油も調整色を強めている。一方、
元売りの仕切方式が５～６月にかけて見直される方向
にあり、小売業は更に厳しさを増している。売上の量
が漸減しているところに、仕切はマージン低下につな
がり、経営に暗雲を漂わせ始めている。

鮮魚小売業

全国のスーパーの水産品の３月の売上は、前年度に対
して6.6％減少となり、ブリ、イカ、うなぎ等におい
て好調だが、マグロ、魚卵、塩さけ類は不調とのこと。
鹿児島でも青さかな等の売れ行きは悪い。初ガツオの
水揚げが始まり、店頭にカツオの刺身などが並び始め
ました。消費者にそのおいしさが伝わればと願う。

商店街（霧島市）

５月の全体的な売上高は前年に対して、減少傾向が続
いている。タイヨーの改装工事が始まり、人通りが少
ない。７月に中心市街地をテーマにしたフリーマガジ
ンが発行されます。中心市街地賑わい支援につながれ
ばと思う。

商店街（薩摩川内市）

大型連休は商店街にとって迷惑、人通りも少ない。各
店とも自助努力で頑張っている。

商店街（鹿屋市）

リナシティのイベント来客により、商店街としての駐
車場がほとんど使えなくなる。

サービス業（旅館業/県内）

今年のゴールデンウィークは、観光地を中心に宿泊客
が多く好調だった。総会等のシーズンでもあり宴会等
もほぼ例年並みであった。懸念材料として、宮崎で発
生した口蹄疫の影響で宮崎からの修学旅行生等を中心
にキャンセルが多く出ている。風評被害により客足が
遠のく等予想され、行政機関には出来るだけ早期にこ
の問題が終息することをお願いしたい。

美容業

客の来店頻度が極端に落ちている。それだけ売上高が
減少する。若い人は全員そろってロングヘアーでパー
マの必要がなくなっている。それにおしゃれ染めの薬
品などもドラッグストアに安価で売っているので美容
室に行く必要がないのかもしれない。この悪循環が現
在の不景気なのだろうか？

旅行業

春の行楽シーズン真最中の５月はほぼ前年並の売上を
確保でき安心感がある。世情の傾向を反映して、今後
やや上向きに推移することが期待されるところである。
数字的には売上の対前年比2.5％の微減である。

建築設計業

特別養護老人ホームなど、福祉関連施設への補助拡大
により、一部組合員の売上は増加傾向にあるが、全体
的には依然厳しい状況が続いている。また、年度初め
でもあり、公共事業の発注が少ないことも響いている。
（組合運営上は、年度末までの業務の支払いが県等か
らあり、良好な経営状況である。）

自動車分解整備・車体整備業

連休過ぎから暇になる傾向にあるが、特に大きな変化
は見られない。

電気工事業

組合を脱退する会社が増えている。原因は不況による
仕事量の減少や後継者がいない等の理由が多いようで
ある。

内装工事業

５月のラベル売上数は、カーテンラベル対前年同月比
30.7％で大幅に減少。壁装ラベル対前年同月比83.9％
で減少。じゅうたん等ラベル対前年同月比38.7％で大
幅に減少した。物件も少なく、低価格競争もさらに激
化し、悪化の一途をたどっている。

建設業（鹿児島市）

公共事業の減により、労働力の確保及び資金繰りが依
然として厳しい状況である。

建設業（曽於市）

例年、上半期の公共事業の発注は少なく、民間工事も
少ないことから厳しい経営状況に変化はない。また、
公共事業、予算が減少しており、先行き不透明である。

貨物自動車運送業

５月に入り、燃料価格が上昇し採算が合わない物件が
増えてきた。また、口蹄疫・環境問題など貨物運送業
は非常に厳しい現状になってきている。

運輸業（個人タクシー）

５月は連休により売上は減少するが、今年は特に厳し
い結果となった。
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中央会関連主要行事予定

中央会関連主要行事予定
平成22年７月

16 日（金）

16：00

地域別交流懇談会

鹿屋市「かのや大黒グランドホテル」

24 日（土）

18：00

青年部ボウリング大会

鹿児島市「Ｔ - ＭＡＸボウル」

27 日（火）

14：00

組合事務局代表者講習会

鹿児島市「アーバンポートホテル鹿児島」

平成22年８月

  5 日（木）

16：00

地域別交流懇談会

奄美市「奄美サンプラザホテル」

10 日（火）

16：00

地域別交流懇談会

出水市「ホテルキング」

20 日（金）

13：30

女性部会レディス交流会

霧島市「霧島国際ホテル」

26 日（木）

16：00

地域別交流懇談会

西之表市「シティホテルあらき」

【個別専門指導事業】
　法律・労務・会計等の分野で高度な専門的知識が必要となる
ケースにおいて、それぞれの専門家を招き、問題点のスムーズ
な解決を図るものです。
●�費用の3分の2を中央会が負担（講師謝金、講師旅費、会場借

料等）します。

●�上限額があるほか、３分の１の自己負担が必要です。

●お問い合わせは中央会まで！

中央会助成事業のご案内
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